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11． 使用機器の種類・名称・性能・検定書等

12． 仮設備・排水計画

13． 安全管理計画

14． その他

目次 参考例

・業務計画書の記載内容については、目次に記す項目を基に記載すること。

ただし、業務に該当しない項目は省略することができる。

・業務計画書の重要な内容を変更する場合は、監督員と協議し、理由を明確にした

うえで、その都度監督員に変更業務計画書を提出するものとする。



１． 業務概要

１） 委託名

２） 委託場所 奈良県天理市〇〇町○○番地

３） 履行期間 令和〇年〇月〇日から令和〇年〇月〇日

４） 発注者 山辺・県北西部広域環境衛生組合　管理者　〇〇　〇〇

５） 施設概要

① 施設名称

② 施設用途

③ 敷地面積 ㎡

④ 用途地域及び地区指定

⑤ 施設概要表（※記入欄が足りない場合は、適宜追加すること）

地上 地下

⑥ 耐震安全性の分類 構造体　〇類

建築非構造体　〇類

建築設備　〇類

６） 予定工事概要

① 予定工事費 金 円

② 予定工期 令和〇年〇月〇日から令和〇年〇月〇日

建物名称 用途 主要構造
階数

延べ面積
（㎡）

〇〇棟

参考例



２． 業務実施方針 参考例

・業務実施に対し、作業計画の方針（業務の条件、実施方針、業務のフローチャー

ト、貸与資料等）を具体的に記載すること。

・業務の条件は、入札図書に示されているもの及び法令や基準で明確に規定されて

いるものについて整理し記載すること。

・業務条件のうち、検討を要するもの又は現地状況を判断して設定すべき事項につ

いては、発注者との打ち合わせ協議により別途検討のうえ定めるものと記載する

こと。

・実施方針は、各作業区分に応じて具体的な作業方針、作業方法について記載する

こと。

・業務のフローチャートは、業務の流れが明確に把握できるように、業務の作業手

順及び照査計画に記載の照査の節目と協議時期等についても記載すること。

・貸与資料には、既往資料等を入札図書から整理して記載する。

・その他必要となる事項について、内容を記載すること。



３． 業務詳細工程 参考例

・業務詳細工程には、当該工程を記した工程表（任意様式）を添付すること。

・工程表には、業務区分をできる限り詳細に区分して記載し、区分ごとにバー

チャート等で示すこと。

・基本事項の決定等関連機関との調整を必要とする場合には、その期間を記載する

こと。

・業務条件のうち、検討を要するもの又は現地状況を判断して設定すべき事項につ

いては、発注者との打ち合わせ協議により別途検討のうえ定めるものと記載する

こと。

・業務のフローチャートは、業務の流れが明確に把握できるように、業務の作業手

順を示すとともに、照査の節目と協議時期等についても記載すること。

・実施方針は、各作業区分に応じて具体的な作業方針、作業方法について記載する

こと。

・照査計画には、照査を行う業務の節目、時期、内容等を記載すること。

・その他必要となる事項について、内容を記載すること。



４． 業務実施体制図 参考例

・業務実施体制図には、入札図書に示されている監理員（管理技術者、主任技術者、

担当技術者等）及び照査技術者の配置を記した体制図（任意様式）を添付するこ

と。

・監理員に協力者を配置する場合は、協力者名及びその業務を記載すること。



５．業務組織計画　　（当初・変更）

管理技術者・照査技術者・《主任・担当》技術者等

技術者名称

氏名・年令・実務経験年数

㎡ 　　 年　　月

氏名 ㎡ 　　 年　　月

年令　　　　　　　　　　才 ㎡ 　　 年　　月

年 ㎡ 　　 年　　月

㎡ 　　 年　　月

氏名 ㎡ 　　 年　　月

年令　　　　　　　　　　才 ㎡ 　　 年　　月

年 ㎡ 　　 年　　月

㎡ 　　 年　　月

氏名 ㎡ 　　 年　　月

年令　　　　　　　　　　才 ㎡ 　　 年　　月

年 ㎡ 　　 年　　月

㎡ 　　 年　　月

氏名 ㎡ 　　 年　　月

年令　　　　　　　　　　才 ㎡ 　　 年　　月

年 ㎡ 　　 年　　月

㎡ 　　 年　　月

氏名 ㎡ 　　 年　　月

年令　　　　　　　　　　才 ㎡ 　　 年　　月

年 ㎡ 　　 年　　月

㎡ 　　 年　　月

氏名 ㎡ 　　 年　　月

年令　　　　　　　　　　才 ㎡ 　　 年　　月

年 ㎡ 　　 年　　月

㎡ 　　 年　　月

氏名 ㎡ 　　 年　　月

年令　　　　　　　　　　才 ㎡ 　　 年　　月

年 ㎡ 　　 年　　月

㎡ 　　 年　　月

氏名 ㎡ 　　 年　　月

年令　　　　　　　　　　才 ㎡ 　　 年　　月

年 ㎡ 　　 年　　月

㎡ 　　 年　　月

氏名 ㎡ 　　 年　　月

年令　　　　　　　　　　才 ㎡ 　　 年　　月

年 ㎡ 　　 年　　月

㎡ 　　 年　　月

氏名 ㎡ 　　 年　　月

年令　　　　　　　　　　才 ㎡ 　　 年　　月

年 ㎡ 　　 年　　月

㎡ 　　 年　　月

氏名 ㎡ 　　 年　　月

年令　　　　　　　　　　才 ㎡ 　　 年　　月

年 ㎡ 　　 年　　月

管理技術者（総括責任者） ・一級建築士（　　　　　　　　　　    　　　　　　　）

・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

実務経験年数 ・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

業務実績

施設名称 構造・規模 施設完成年月 立場

主任技術者（副総括責任者） ・一級建築士（　　　　　　　　　　    　　　　　　　）

・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

実務経験年数 ・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

照査技術者 ・一級建築士（　　　　　　　　　　    　　　　　　　）

・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

実務経験年数 ・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　） 協力事務所名 再委託金額

建築《主任・担当・副担当》技術者 ・一級建築士（　　　　　　　　　　    　　　　　　　）

・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

実務経験年数 ・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　） 協力事務所名 再委託金額

構造《主任・担当・副担当》技術者 ・一級建築士（　　　　　　　　　　    　　　　　　　）

・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

実務経験年数 ・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　） 協力事務所名 再委託金額

積算《主任・担当・副担当》技術者 ・一級建築士（　　　　　　　　　　    　　　　　　　）

・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

実務経験年数 ・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　） 協力事務所名 再委託金額

※　協力事務所が業務を担うものとした場合は、協力事務所名欄及び再委託金額欄に記載する。

※　各技術者について、入札条件により、上表《　　》内の記述に該当しない部分は削除するなど、技術者名称及び資格名称の修正又は追記を適宜行うこと。また、入札条件以外に任意で配置を行う場合も同様とする。

※　立場とは、その業務における役割分担をいい、管理技術者（総括）、○○担当主任技術者（○○主任）、○○担当技術者（○○担当）の別を記入すること。

現に従事している主要な設計又は監理業務

業務名・施設の規模構造・立場・完了予定年月
【資格名称】　《登録番号》

土木《主任・担当・副担当》技術者 ・一級建築士（　　　　　　　　　　    　　　　　　　）

※　各技術者の配置について、複数の分野を兼務する場合は当該分野ごとに記入すること。ただし、入札条件にて兼務を不可とする場合はこの限りではない。　　

※　複数の資格を有する職員については、いずれか一つの資格の保有者として取り扱う。

実務経験年数 ・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　） 協力事務所名 再委託金額

再委託金額

設備に関する法適合確認 ・設備設計一級建築士（　　　　　　　　　　    　）

再委託金額

・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

実務経験年数 ・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　） 協力事務所名

協力事務所名

・一級建築士（　　　　　　　　　　    　　　　　　　）

実務経験年数 ・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　） 再委託金額

機械設備《主任・担当・副担当》技術者

・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

実務経験年数 ・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　） 協力事務所名

・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

電気設備《主任・担当・副担当》技術者 ・一級建築士（　　　　　　　　　　    　　　　　　　）

・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

実務経験年数 ・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　） 協力事務所名 再委託金額

構造に関する法適合確認 ・構造設計一級建築士（　　　    　　　　　　　　）

・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）

・【　　　　　                 　　　】（　　　　　　　 　　）



６． 打合せ計画 参考例

・打合せ計画は、計画表（任意様式）を添付すること。

・計画表には、委託者又は関連部署との打合せ協議の回数、時期、内容、決定事項

及び関連協議事項に区分して記載し、打合せ時に提出予定の主な資料を記載する

こと。

・関連協議先は、受託者が業務を進めるうえで必要と考えられる協議先を記載する

こと。

・その他必要となる事項について、内容を記載すること。



７． 成果品の品質を確保するための計画 参考例

・成果品の品質を確保するための計画には、管理技術者及び照査技術者（配置する

場合）が行う照査計画を記載すること。

・照査技術者は、入札図書に指定がある場合は配置すること。

また、受託者が業務を遂行するうえで必要とした場合には任意で配置すること

ができる。

・計画には、照査を行う業務の節目、時期、内容等を記載すること。

・計画には、入札図書、各種基準、業務打合せ書等との整合等の内容を記載するこ

と。

・受託者は、予め照査結果をとりまとめる照査報告書の様式を作成しておくものと

し、様式を本計画書 14.その他に記す添付資料とすること。

ただし、照査技術者を配置する場合は、別途定める様式を使用するため、添付



８． 成果品の内容、部数

９． 使用する主な図書及び基準

１） 図書一覧

２） 基準一覧

参考例

・成果品の内容、部数には、入札図書に基づき記載すること。

・業務内容に応じ、必要とした成果品（資料等）があれば記載すること。

・使用する主な図書及び基準には、入札図書に基づき記載すること。

・業務内容に応じ、必要とする図書及び基準等があれば記載すること。



10． 連絡体制（緊急時含む） 参考例

・緊急時を含む連絡体制を組織図等により記載すること。



11． 使用機器の種類・名称・性能・検定書等

※ 記入欄が足りない場合は、上表を適宜追加すること。 

12． 仮設備・排水計画

使用機器 名称 性能 検定書等

参考例

・現地調査等で仮設備を設置する場合は、具体的に記載すること。



13． 安全管理計画 参考例

・現地において安全管理が必要と予想される場合には、具体的に内容を記載するこ

と。



14． その他 参考例

・その他には、受託者が業務を遂行するうえで、業務計画書に記す以外に必要と考

える事項や添付資料の一覧を記載すること。

・添付資料とは、業務計画書に記す事項の証明、根拠又は補足等となる資料をいう。

また、当該資料は本計画書末尾に添付すること。


